
Ⅴ 健やかな暮らしを支える 

１ 保健・医療・介護の充実 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

187 医療介護総合確保

促進事業（医療分）

（国基金事業） 

1,710,945  医療介護総合確保促進基金を活用し、

医療従事者の確保対策等の取組を推進 

１ 医師確保対策 

①全国から医師を呼び県内医療機関視

察ツアーを実施 

②医学生向け奨学金の貸与 

③産婦人科等研修医向け研修資金の貸

与 

④島根大学医学部等における医師の養

成を支援 

・島根大学医学部に寄附講座を設置 

・鳥取大学医学部の研修・教育環境

整備 

⑤しまね地域医療支援センターにおけ

る若手医師のキャリア形成や診療科

単位のネットワーク形成等を支援 

⑥医師確保計画の推進のため、各圏域

の医療機関等が実施する事業に係る

経費の一部を支援 

⑦産科医師に分娩業務手当を支給する

医療機関を支援 

２ 看護師確保対策 

①看護職員の研修受講経費を支援 

②病院の院内保育所運営費を支援 

③民間看護師等養成所の運営費を支援 

④感染管理認定看護師教育課程の運営 

⑤「訪問看護支援センター（仮称）」を

設置し、訪問看護師の確保・育成等を

総合的に実施       【新規】

３ 在宅医療の推進 

①条件不利地域で在宅医療を行う病院

や訪問看護ステーション等の運営を

支援 

②訪問診療用機器・車両等の整備を行

う診療所等を支援 

４ 病床の機能転換に向けた支援 

①医療機関の施設整備を支援 

②病床機能の転換や在宅医療推進の課

題解決に向けて、病院等との調整を

担う人材を配置 

５ 医療従事者の勤務環境の改善を支援 

勤務医の労働時間短縮に向けた体制

の整備を支援 

健康福祉部
[医療政策課]

[健康推進課]

[高齢者福祉課]

 [薬事衛生課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

188 地域医療を支える

医師確保養成対策

事業 

（一部国基金事業）

1,179,579 依然続く医師不足の状況を踏まえ、即

戦力となる医師の確保や、総合診療医を

はじめとする地域医療を担う医師の養成

対策を実施（№187 一部再掲） 

１ 国補助・県単独事業分 

①現役の医師を「呼ぶ」対策 

・全国からの医師招へいに向けた情

報収集や県外医師との出張面談 

・地域医療機関での勤務を前提に県

立病院等での専門研修 

・病院総合医を目指す医師を採用し、

県立中央病院で研修後、地域医療

機関へ派遣 

②地域医療を担う医師を「育てる」対策

・県内の地域医療に携わる意志のあ

る医学生向け奨学金 

・自治医科大学運営費の負担 

③地域勤務医師を「助ける」対策 

・公立産科病院に対する支援 

・県立病院から代診医を派遣 

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）

①全国から医師を呼び県内医療機関視

察ツアーを実施 

②医学生向け奨学金の貸与 

③産婦人科等研修医向け研修資金の貸

与 

④島根大学医学部等における医師の養

成を支援 

・島根大学医学部に寄附講座を設置 

・鳥取大学医学部の研修・教育環境

整備 

⑤しまね地域医療支援センターにおけ

る若手医師のキャリア形成や診療科

単位のネットワーク形成等を支援 

⑥医師確保計画の推進のため、各圏域

の医療機関等が実施する事業に係る

経費の一部を支援 

⑦産科医師に分娩業務手当を支給する

医療機関を支援 

健康福祉部
[医療政策課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

189 看護職員等確保対

策事業 

（一部国基金事業）

682,469  必要な医療提供体制を確保するため、

看護職員の確保対策を実施（№187 一部再

掲） 

１ 国補助・県単独事業分 

①県内進学の促進 

県立高等看護学院（松江・石見）の

運営 

②県内就業の促進 

・県外の看護学生のＵ・Ｉターン者

を対象に奨学金を貸与 

・過疎地域・離島の病院等に就職す

る看護学生を対象に奨学金を貸与 

③離職防止・再就業促進 

・新人看護職員向けの研修や離職防

止の取組への支援 

・県ナースセンターにより潜在看護

師等を対象とした無料職業紹介を

実施 

・再就業支援講習会等を開催 

④資質向上 

・新人職員から管理者まで様々な段

階において看護師等への研修を実

施 

・医療施設間における期間限定での

助産師出向・受入れを支援 

・医師等の判断を待たずに一定の診

療の補助ができる看護師の研修を

実施 

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）

①各病院の看護職員の研修受講経費を

支援 

②病院の院内保育所運営費を支援 

③民間看護師等養成所の運営費を支援 

④感染管理認定看護師教育課程の運営 

健康福祉部
[医療政策課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

190 しまね健康寿命延

伸プロジェクト事

業 

22,656  健康寿命のさらなる延伸を図るため、

県民自らが健康づくりに取り組めるよう

な環境整備を推進 

①健康寿命延伸プロジェクト推進事業 

・健康寿命延伸プロジェクト推進本

部会議において、部局横断的な取

組を推進 

・県民への継続した広報 

②健康寿命延伸強化事業 

・公民館等における地区活動の好事

例の収集、交流会等を通じた普及

啓発 

・健康実態調査等の実施により、健

康づくりの取組評価を行い、生活

習慣病予防対策をさらに推進 

③働き盛り世代の健康づくり強化事業 

職域保健関係機関や健康づくり関

連団体と連携した情報発信と健康づ

くりに取り組む機会の提供 

④健康な食環境づくり事業 

・県立大学、県栄養士会との連携に

よる減塩等のレシピ開発と県内ス

ーパーでの商品化 

・スーパー、弁当業者等での認定制

度の普及 

・職能団体や地域の食育推進団体と

連携した情報発信 

健康福祉部
[健康推進課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

191 健康長寿しまね推

進事業 

9,457  県民一人ひとりの心と身体の健康づく

り、介護予防、生きがいづくり・社会活動

の取組を促進 

①健康長寿しまね推進会議 

・県及び各圏域の「健康長寿しまね

推進会議」を母体に、構成団体が主

体となった多様な取組を効果的に

展開するため、会議を開催 

・住民主体の地区ごとの健康づくり

を推進するため、健康づくり表彰

事業を実施 

・健康づくり情報や推進会議の活動

に関する啓発広報事業を実施 

②圏域計画推進事業 

各圏域の健康課題解決に向け、地

域の実情に応じた取組を推進 

③評価検討 

健康長寿しまね推進計画に基づく

取組の評価を行うため、評価検討委

員会を開催 

健康福祉部
[健康推進課]

192 食育推進基盤整備

事業 

4,322  健康を支える食育についての体験活動

や情報提供、普及啓発等を推進 

①「しまね食育情報総合サイト」を活用

し、多様な暮らしに応じた食の情報

を発信 

②毎月 19日の食育の日、６月の食育月

間のＰＲ等による普及啓発を実施 

③市町村等の栄養士、民間企業、団体等

を対象とした人材育成のための研修

を実施 

④スーパー等を拠点とした栄養情報の

提供による食生活の改善 

⑤郷土食、伝統食の継承のための地域

の食育推進団体による料理教室実施

等の啓発 

健康福祉部
[健康推進課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

193 しまねがん対策強

化事業 

（一部国基金事業）

73,359  質の高い医療の実現、がんの予防及び

早期発見の推進を図るため、総合的なが

ん対策を実施（№187 一部再掲） 

１ 国補助・県単独事業分 

①科学的根拠に基づくがん検診の充実 

がん検診の精度管理や働き盛り世

代への受診勧奨など市町村・検診機

関等と一体となった取組を実施 

②がん医療水準の向上 

・がん診療連携拠点病院のない圏域

におけるがん診療体制を強化 

・地域の病院と拠点病院との連携を

支援 

③緩和ケアの推進 

圏域ごとの緩和ケアネットワーク

の取組を支援 

④患者等への支援 

・がん患者の治療による外見の変化

を補い、患者の社会参加を促すた

め、ウィッグ等購入経費を支援 

・がん治療等により、免疫が消失し

た小児がん患者等の定期予防接種

再接種費用を支援 

・がん相談員及びピアサポーター等

の資質向上を図る研修を実施 

⑤がん教育の推進 

・効果的な授業や講演を行う外部講

師を養成 

・県立図書館の「がん関連図書コー

ナー」の図書を整備 

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）

在宅緩和ケアに必要なＰＣＡポンプ

の整備を支援 
（注）ＰＣＡポンプ：医療用麻薬の持続皮下注射に

用いる機器 

健康福祉部
[健康推進課]

194 がん患者等に対す

る妊孕性温存療法

支援事業 

5,950  がん治療等により、妊孕性が損なわれ

る可能性のある患者に対し、妊孕性温存

療法等に要する費用を助成（№89 一部再

掲） 

［助成上限額］ 

国が定める治療法ごとの上限額 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 
（注）妊孕性（にんようせい）：妊娠するための機

能、妊娠する能力 

健康福祉部
[健康推進課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

195 地域包括ケア推進

事業 

8,200  医療、介護、予防等のサービスを切れ目

なく提供する「地域包括ケアシステム」の

構築に向け、県内各圏域において、在宅医

療と介護の連携等に向けた市町村の取組

を支援 

健康福祉部
[高齢者福祉課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

196 医療介護総合確保

促進事業（介護分）

（国基金事業） 

862,651 医療介護総合確保促進基金を活用し、

介護施設の整備や介護人材の確保に向け

た取組を支援 

①介護施設等の整備 

・地域密着型サービス施設等の整備

や、特別養護老人ホームのプライ

バシー保護のための改修費を助成 

・介護療養型医療施設から介護老人

保健施設等への転換のための整備

費を支援 

・介護保険施設等の開設準備経費を

助成 

②介護人材の確保 

・保険者（市町村）が地元事業所等と

連携して取り組む介護人材の確

保・定着事業を総合的に支援 

・離職した介護人材等の再就職を支

援 

・訪問看護ステーションにおける潜

在看護師の雇用に係る経費を助成 

・訪問看護ステーションへ病院から

出向する看護師の経費や新人看護

師の訓練期間中の人件費等を支援 

・「訪問看護支援センター（仮称）」

を設置し、訪問看護師の確保・育成

等を総合的に実施    【新規】

・外国人介護人材を受け入れる施設

の環境整備に必要な経費を支援 

・介護福祉士の資格取得を目指す留

学生に奨学金を支給する場合の経

費を支援 

・福祉系高校の生徒へ修学資金を貸

付 

・他業種で働いていた者等の介護分

野への参入に係る就職支援金を貸

付 

③介護人材の定着・育成 

・労働環境改善のため、介護ロボッ

トやＩＣＴの導入経費を助成 

・現任介護職員を介護福祉士実務者

研修に派遣する間の代替職員経費

を助成 

・介護職員の医療的ケアや認知症ケ

アの研修を実施 

・在宅医療と介護の連携のための研

修会等を開催 

健康福祉部
[高齢者福祉課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

197 介護人材確保・定

着事業 

（一部国基金事業）

385,382 高齢化の進展や介護人材の不足に対応

するため、将来を見据えた計画的な福祉・

介護人材確保を図るための対策を実施 

（№185、196 一部再掲） 

①意識啓発の推進 

・介護の魅力を発信するイベントの

開催 

・中高生の介護施設での職場体験を

実施 

・保険者（市町村）が地元事業所等と

連携して取り組む介護人材の確

保・定着事業を総合的に支援 

②人材の確保 

・介護福祉士養成施設の学生等へ修

学資金を貸付 

・離職した介護人材へ再就職準備金

を貸付 

・福祉系高校の生徒へ修学資金を貸

付 

・他業種で働いていた者等の介護分

野への参入に係る就職支援金を貸

付 

・離職した介護人材等の再就職を支

援 

・介護福祉士実務者研修のスクーリ

ングに係る経費を助成 

・労務環境を見える化し、人材確保

につなげる認証評価制度を導入 

【新規】

・介護職場の周辺業務を担う介護助

手の導入に向けた取組を支援 

【新規】

・訪問看護ステーションにおける潜

在看護師の雇用に係る経費を助成 

・男性のための介護のミニ講座を実

施 

③人材の定着 

・新任介護職員を対象とした介護資

格取得を支援 

・現任介護職員を介護福祉士実務者

研修に派遣する間の代替職員経費

を助成 

健康福祉部
[地域福祉課]

[高齢者福祉課]



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

198 療養病床再編推進

事業 

47,100 医療機関が医療療養病床を介護施設等

へ転換する場合の整備費の一部を助成 

 ［助成先］２医療機関 

健康福祉部
[高齢者福祉課]

199 老人福祉施設整備

事業 

42,164 介護老人福祉施設等の改築整備、多床

室からユニット型、個室型への改修を支

援 

 ［箇所数］１か所 

健康福祉部
[高齢者福祉課]

200 高齢者施設等の防

災・減災対策推進

事業 

117,750 介護施設等における防災・減災対策を

推進するため、非常用自家発電の整備及

び水害時の垂直避難等に備えた整備を支

援 

［助成内容］ 

①水害対策整備事業 

水害時等の避難用のスロープ、

エレベーター等の整備 

②非常用自家発電整備事業 

人工呼吸器等の生命維持に必要

な非常用発電設備の整備・更新 

［負担割合］国 1/2・県 1/4・事業者 1/4

健康福祉部
[高齢者福祉課]

201 薬剤師確保対策事

業 

2,803 薬剤師不足の解消のため、薬剤師の奨

学金返還を雇用主と共同して助成 

［助成対象者］ 

在学期間中に奨学金の貸与を受

け、県内の医療機関・薬局に新たに就

業する薬剤師 

※既卒の薬剤師を含む 

※薬局については、県内のみで店

舗を開業している事業者に限る 

 ［助成額］ 

奨学金返還総額÷奨学金返還月数

（助成上限額 ２万円／月） 

 ［助成期間］ 

   最長 12 年（144 月） 

［負担割合］ 

県 1/2・薬剤師を雇用する医療機

関、薬局 1/2 

［募集人数］10人 

健康福祉部
[薬事衛生課]


